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イギリス開示義務法改正動向の変遷



























Ａ．E. E. C. 指令第３条
法律委員会は第１に，E. E. C.指令の第３条について検討を行っている。こ



























































































































































































































































































































































































































































































































































１３２ 松山大学論集 第１９巻 第３号
 全ての開示義務の全面的廃止
続いて，法改正の第２の方法として全ての開示義務の全面的廃止が検討され
























































































ティ違反（Insurance Contract Law : Misrepresentation, Non-Disclosure and Breach

















１３６ 松山大学論集 第１９巻 第３号
「ビジネス保険」に分けて検討し，このうち消費者保険について開示義務違反
がなされた場合の保険者の救済（remedy）を消費者の過失の程度に応じて定め
ている。すなわち，故意による違反の場合には保険契約は取消され，また無過
失の違反の場合には保険契約者は保護されるのであるが，過失による違反の場
合には，「不開示の事実が開示されていたならば，保険者がどのように行動し
たか」ということを基準として保険者の救済が決定されるのである。
２００７年ペーパーは，不開示の事実を知っていた場合の保険者の行動を，
保険料の増額，免責条項の適用，ワランティの付加または免責金額の設
定，リスクの拒絶の４つに区分し，このうちの保険者が保険料を増額した
であろう場合に比例（プロ・ラタ）原則の適用を認めている。
１９８０年レポートは，不開示の事実を知った場合の保険者の行動は多様で
あるということ，および妥当な概念上の保険料の決定が困難であるというこ
とを理由として比例（プロ・ラタ）原則の採用を拒絶したのであるが，２００７
年ペーパーは，の点については１９８０年レポートを踏襲し，これを受けて保
険者が保険料を増額したであろう場合にのみ比例（プロ・ラタ）原則を適用す
ることとし，の点については，これまで保険オンブズマンやその後身の金融
オンブズマンが比例（プロ・ラタ）原則を適用してきた経験から鑑みて，１９８０
年レポートは，比例（プロ・ラタ）原則の難点を誇大に考えていると評してい
る（Par.４.１６０－４.１６２）。
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